
 

 1

 

資 料 編



 

 2

資料 1 「12 のプロジェクト」に関する考え方 

 

●地図による地域環境資源の共有化の促進 

 

■ ねらい 

 「エコシティたかつ」の推進のためには、地域の現状をより正確にかつ具体的に把握し、

それに対応した適切なアプローチを選択することが重要です。そして、これまでのように

人為的な行政区画や図面上の空間把握を計画枠組とするのではなく、まちの小さな丘や平

地の広がり、水系や小流域、緑の豊かさと生きものたちの賑わいなどを重視し、地域を小

流域ごとに、自然ランドスケープの入れ子的な空間配置として把握し、その制約と可能性

に着目した計画策定が求められています。これからの水系や流域等のランドスケープを重

視した緑の保全と創造による自然共生型の都市再生、そして地域の地形や水循環の特性に

即した「水災害適応型都市」づくりの推進に取り組むため、地域の地形的な特性や環境資

源を的確に把握し、今後の施策展開のあり方を検討する際の基礎的データのひとつとして

活用するために、多様な地域情報を入れたベースマップを作成します。 

また、表現形式を工夫し、誰もが理解しやすい地図とすることで、「エコシティたかつ」

の推進に関わる多様な市民や団体、企業、行政等が、意見交換を有効に進め、共通の認識

を持つためのツールとしても活用していきます。 

 

■ 具体的な内容 

・土地の高さデータを読み込み、それに基づいて区

内の小流域を明示したものをベースとし、その中に

環境関連の各種地域資源を取り入れ、今後の施策展

開の基本的なベースマップとします。 

・高津区内で完結する小流域は限られており、必要

に応じて、近隣地域を含めた形でのマップとします。 

・多様な情報を分かりやすい形式で表示するために、その一覧性に配慮しつつも、表現方

法の詳細については、今後検討していくこととします。 

 

■ 推進体制など 

・「エコシティたかつ」推進事業の委託事業として、原案づくりを進め、「エコシティたか

つ」推進会議の場等での調整を行いながら作成を進めます。 

・高津区まちづくり協議会の「歩こう、知ろう！高津の水と緑・プロジェクト」をはじめ、

市民グループ等との連携を進め、地域の詳細な等身大の情報掲載を目指します。 

・完成したデータは、「エコシティたかつ」推進事業の各種プロジェクトや高津区内で展開

予定の他の事業などでも活用する予定です。 

★リーディング 

プロジェクト 
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●学校流域プロジェクト 

 

■ ねらい 

学校は、子どもの学習の場であるとともに、子どもの学習活動や創造的な遊びにさまざ

まに接することを通して保護者、教員、地域市民が交流し、学校と地域文化が相互に影響

を与えあう場でもあります。また、緊急時には、地域の防災の拠点として活用されます。 

このような相互の交流の深まりにも期待しつつ、学校を、将来を担う子どもたちが、身

近な場所で自然や水循環の仕組み、さらには自然再生の過程を実感する場として位置づけ

る。また同時に、健全な水循環のもとに生きものの賑わいを再生し支える地域のモデル基

地としても位置づける。そして、各種のビオトープや雨水利用施設などを計画的に整備し、

学習活動、課外活動、地域との交流活動等に活用します。 

 適切な年度計画のもと、小学校で取組を開始し、高津区全ての学校への展開を目指しま

す。また、プロジェクトを進める上で、地域の町内会や、市民グループ、ＮＰＯ、行政等

の連携等は欠かせません。財源の確保や人材の育成なども同時進行または検討します。 

 

■ 具体的な内容 

・ビオトープの創出とモニタリング、管理、活用 

 学校がある土地や自然、既存の施設などを活かし、ビオトープを創出します。 
  水のビオトープ  … 雨水利用を工夫した池等 
  草地のビオトープ … 蝶やバッタが暮らせる在来植物の草地 
  森のビオトープ  … 蝶や鳥が採餌や巣作りの頼りにできる落葉樹主体の木立 
             落葉樹の落葉落枝は堆肥や保水土壌づくり等に活用 
・学校の敷地内に降った雨水の保水の推進 

雨を貯留する施設を工夫し、校庭の保水を進めます。 

・貯留雨水の活用 

貯留した雨水を、ビオトープや花壇への水まきに利用

します。 

・学習教材としての活用 

ビオトープや雨水の利用などを通して、生物や健全な

水の循環、学校を含む足元の小流域、それを含むさらに大きな流域・水系について学び、

学年をこえた学習教材として活用します。 

 

■ 推進体制など 

区内の学校を地域の拠点として、学校、地域の町内会や市民グループ、ＮＰＯ、行政が

連携して進めていくこととします。2008 年度に先行的に再生整備した久地小学校、西梶ヶ

谷小学校のケースを参考としながら、その地域の状況に応じた柔軟な推進体制を構築して

いきます。

★リーディング 

プロジェクト 
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●区役所の緑化等、環境技術導入によるエコシティホール化の推進 

 

■ ねらい 

 環境技術の分野における進展には日々目覚しいものがあり、大量な情報が流通していま

すが、その実際に触れ、考える機会はあまり多いとはいないのが現状です。そこで、毎日

多くの来庁者がある区役所庁舎において、屋上緑化、壁面緑化や再生可能エネルギーの導

入、ビオトープ整備など、各種の環境技術の実践を示す環境展示場｢エコシティホール｣と

して整備します。そして、来庁舎への環境教育の場とするとともに、関連データの収集や

情報発信を行いつつ、モデル事業者としての区役所の実践を示します。 

 

■ 具体的な内容 

・コケによる屋上緑化（4 階屋上・施工済み） 

 乾燥などの厳しい環境にも強いスナゴケやハイゴケを活用した屋上緑化です。土壌を必

要としないため、超軽量で緑化が可能で、潅水、施肥、刈り込みの必要がなく、維持管理

が容易であることから、屋上緑化、壁面緑化として注目されています。古いコケの上に新

たなコケが再生されるので、半永久的に生長します。 

・ウイスキー樽のリサイクルプランターと緑化に適した植物“セダム”（4 階屋上・施工済み） 

 リサイクルによるプランターに植えてあるのは“セダム”という多肉植物です。セダム

は日当たりのよい乾燥した場所を好みますが、日陰などでも耐えて生育します。その丈夫

さから屋上緑化の定番として知られています。種類も 600 以上と豊富で、展示してあるセ

ダムは、メキシコマンネン草、キリンソウなどです。 

・ミニ・ビオトープ（4 階屋上、庁舎西側・施工済み） 

 ４階屋上にはウイスキー樽をリサイクルしたものに、ビオトープを連想する水草系植物

を置いています。このような小さなビオトープでも、個人で簡単に始められる小さな自然

保護です。また、水循環用のソーラーパネルをあわせて整備しています。庁舎西側にもミ

ニ・ビオトープを整備しました。 

・ペットボトルのリサイクルで作ったベンチ（1 階エントランス前・施工済み） 

 区役所から出たペットボトルのふたをリサイクルしたベンチを区役所１F 入口前に設置

しました。 

・在来種を活用した壁面緑化（区役所東側壁面・施工済み） 

「溝口駅周辺地区緑化推進重点地区計画」に基づき、川崎市緑化基金を活用した事業とし

て、区役所東側壁面に日本の在来種による壁面緑化のユニットを取り付けました。植物が

生長し、緑化が完成するまでには約 10 年を要します。 

 

■ 推進体制など 

2009 年度は、環境局と連携し、屋上に太陽光発電パネルを設置する予定です。 

★リーディング

プロジェクト 
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●緑のカーテン事業の展開 

 

■ ねらい 

 2008 年度に実施した「緑のカーテン」のさらなる普及啓発、拡大のため、ゴーヤーの育

て方に関する講習会、コンテスト等を実施します。たかつのまちに「緑のカーテン」が広

がることによって、一つひとつの小さなカーテンがまちの中の緑としてつながり、その相

乗効果をもたらし、低炭素社会の実現だけでなく、自然

共生型都市再生へのワンステップともなります。 

 

■ 具体的な内容 

2009 年度の予定としては、4 月に、高津区役所と橘出

張所で「緑のカーテン」講習会を 1 回ずつ実施します。 

講習会ではゴーヤーの種、作り方パンフレットを無料配

布する予定です。8 月には、「緑のカーテン」コンテスト（2008 年度応募数:55 件）を実施

します。自宅等で栽培した緑のカーテンの写真をもとに審査を行い、10 月予定の「緑のカ

ーテン表彰式」で入賞者の発表と表彰式を行います。コンテスト応募者には、菜の花の種

を配布する予定。12 月には、花と緑のパネル展（仮称）を開催し、次年度に向けての啓発

を図ります。 
 
※緑のカーテンとは、植物を建物の壁などの側面で育て、日の光を遮断することで室内の温度上昇を抑え

る自然のカーテンです。夏の日差しを遮断することで、室内のエアコンの使用を減らすだけではなく、

緑のカーテン自体も光合成により、CO2削減に寄与する地球にやさしいカーテンです。緑のカーテンに

使用される植物は、ゴーヤーをはじめ、あさがお、ヘチマなどのつる性の植物です。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 推進体制など 

2008 年度は高津区役所が事務局の中心となって

いますが、2009 年度以降については、「エコシティ

たかつ」推進会議をはじめ、市民グループ等を中心

として運営できるよう検討を進めます。

★リーディング 

プロジェクト 

2008 年度「緑のカーテン」コンテスト団体部門最優秀賞の西梶ヶ谷小学校の様子 
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●エコ・エネライフコンクールなど普及啓発イベントの実施 

 

■ ねらい 

 「エコシティたかつ」をより効果的に推進していくためには、循環型都市構造の再生と

創造に向けた新たな制度構築などの仕組みづくりに合わせて、広く情報発信や情報共有、

普及啓発の取組を同時並行的に進めていくことが重要です。地域でのエコマインド（環境

を大切にする心）を育み、エココンシャス（環境志向の高い）なものにしていくことによ

って、これまでの消費行動の変革を誘導し、より質の高いライフスタイルの実現と新たな

環境価値とエコロジカルな流域文化の創造に取り組んでいきます。 

 これまで、「環境まちづくり」を調査審議事項として、検討を進めてきた高津区区民会議

や「エコシティたかつ」推進会議の構成団体等との協働で、区民向けの啓発イベント等を

実施します。「エコ・エネライフコンクール」は、省エネルギー活動などの環境にやさしい

実践活動のうち、他の模範となるようなユニークな取組を表彰し、環境に関する意識を高

め、身近な地域からの「環境まちづくり」を進めることを目的とします。 

 

■ 具体的な内容 

7 月から 9 月にかけて、「たかつエコ・エネライフコンクール」の応募を受け付ける予定

です。表彰の対象となる活動は、「個人・ファミリー賞」、「グループ賞」、「事業者賞」にな

ります。「グループ賞」は、身近な自然に対する保全活動、身近な自然の創造を行う先進的

な活動、省資源、省エネルギーなど地球温暖化に配慮した活動、ゴミの減量化・リサイク

ルによる資源循環型社会の構築に資する活動、環境学習等の環境意識の高揚に資する活動

などが対象となります。「事業者賞」は、環境や省エネルギーに配慮した事業経営、環境に

関する社会貢献、区内事業者が開発・商品化している環境技術、その他環境に関して有効

な活動が対象となります。表彰された取組は、高津区区民会議と「エコシティたかつ」推

進会議、高津区役所の三者が積極的に公表するとともに、その活動等の普及に努めます。 

 

■ 推進体制など 

高津区区民会議、「エコシティたかつ」推進会議、高津区役所の三者が協働で推進します。 

 

★リーディング

プロジェクト 
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●橘地区の農的資源を活かしたまちづくりの推進 

 

■ ねらい 

高津区の橘地区久末には市街化調整区域内にまとまった農地があり、周囲の市街化区域

内にも生産緑地などが点在しています。トマトやブロッコリーなど品質の高い野菜が作ら

れ、90 年以上もの間、農産物品評会などが行われています。 

高津区では、農業生産者と消費者との交流や豊かな自然を活かし、食や農をテーマにし

た地域の活性化を目指した「たちばな農のあるまちづくり」を推進する予定です。 

橘地区には、農地も豊富ですが、奈良時代の県庁である橘樹郡衙の跡地推定地やヤマト

タケルノミコトにちなんだ伝説がある橘樹神社、子母口富士見台古墳などの歴史的な地域

資源や、多摩・三浦丘陵群の斜面緑地や鶴見川水系の湧水などの環境的な地域資源も豊富

に残っています。「たちばな農のあるまちづくり」では、流域思考によるまちづくりを進め

る「エコシティたかつ」推進方針のリーディングプロジェクトとしての位置づけからも展

開事業を整理しつつ、豊かな地域資源を活用しながら、「農」をキーワードとしたまちづく

りを推進し、地域間交流の活性化、情報発信等に取り組みます。 

 

■ 具体的な内容 

・食と農の地域資源を発見する活動の推進 

・食と農の交流拠点機能の整備 

・地場農産物の購入や食事が地元でできる仕組みづくり 

  区役所レストランでの久末産野菜を使ったメニューの提供（2008 年度モデル事業） 

  「たちばなブランド」の創出・推進 

  直売所の整備や情報発信 

・地産地消と子どもの食育を結び、次代に伝える活動づくり 

・市民パワーで地域資源を活性化、ネットワーク化 

   

■ 推進体制など 

久末生産組合、セレサ川崎農業協

同組合、高津観光協会、元気な高津

をつくる会、高津区食生活改善推進

員協議会、高津区まちづくり協議会

など、地域における多様な主体と連

携しつつ、橘地区固有の付加価値を 

高め、高津地区との地域間交流の促

進、地産地消の推進等に取り組み、

地域活性化を目指します。

★リーディング

プロジェクト 
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●「水と緑でつなぐ 歴史街道 花街道」（緑化推進重点地区計画事業）の推進 

 

■ ねらい 

溝口駅周辺地区は、大山街道、社寺、円筒分水から続く二ヶ領用水などの歴史的資源や

市民活動により支えられている花街道、溝口駅北口のキラリデッキなど、駅を中心に、に

ぎわい、歴史と文化、市民活力など多彩な顔を発信しています。こうした地域資源を活か

しながら、市民や事業者との連携により、花と緑でつなぐ「水と緑のネットワーク」を形

成し、高津区の玄関口として誇れる緑豊かなまちづくりを進め、自然共生型都市再生に向

けた一つの取組とします。 

 

■ 具体的な内容 

・市民や事業者と連携した緑化の推進と維持管理 

 溝口駅周辺や住宅地等の民有地の緑化を推進し、市民や事業者と連

携した持続的な緑の育成を行います。また、地域緑化推進計画づくり

の支援と認定を推進します。 

・地球環境に配慮した緑の維持と創出 

・二ヶ領用水沿いの緑と水の回廊づくり、身近な水辺空間の創出など 

 

●雨水利用の促進 

 

■ ねらい 

雨は四季を通じて私達に恵をもたらしてくれますが、貯留して、庭木への散水やトイレ、

防火用水への使用など、さまざま生活の場面で活用していくことが可能です。 

足元に降った雨も貴重な水源であり、雨水を貯留し地域で小さな水源を確保することは、

地球環境の面からも優れていて、遠方の水源に過度に依存した現在のライフスタイルから

脱却した、潤いのある生活へのワンステップともなります。 

また、雨水の利用を進めることは、地域内での水循環の再生にもつながります。溜めれ

ば重要な資源という観点から、「まちの小さなダム」として、地域で

の雨水利用を促進していくために、啓発活動等に取り組みます。 

■ 具体的な内容 

・雨水利用に関する情報収集と調査研究 

・雨と水文化に関する調査研究 

・学校ビオトープ整備等における雨水利用の促進 

・雨水利用や雨水タンク、雨水集水装置、雨水利用

システム等に関する普及啓発など 
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●再生可能エネルギーの利用促進 

 

■ ねらい 

低炭素・省資源社会の実現に向け、区が率先して

温室効果ガス排出の削減に向け取り組むとともに、

都市における自立的なエネルギー確保の観点からも、

太陽エネルギー等、再生可能エネルギーの利用促進

に向けて、広く普及啓発活動等に取り組みます。 

 

■ 具体的な内容 

・再生可能エネルギー利用に関する普及啓発 

・高津区役所におけるグリーン電力購入によるカーボン・オフセットの推進 

・高津区総合庁舎における太陽光発電システムの導入（エコシティホール化の取組の一環

として実施予定）など 

 

●「まちなか油田プロジェクト」の推進に向けた調査・研究 

 

■ ねらい 

家庭で消費される食用油は、1 人当たり 1 ヶ月に 230cc、全国では 20 万リットルにもな

り、それらは下水に流されるか、ごみとして燃やされています。その油を回収し、石けん

やバイオディーゼル燃料として再利用することにより、地域内で資源を循環することがで

きます。回収方法等についての調査・研究を進め、地域内の市民による資源循環を進める

とともに、環境意識の啓発を図ります。 

 

■ 具体的な内容 

・区内における回収ポイント、回収量の拡大に向けた調査･研究 

・リサイクル石けんの利用拡大や再利用の仕組みづくりに向けた調査･研究 など 
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●エコ企業調査プロジェクト 

 

■ ねらい 

環境に配慮した取組を積極的に行っている高津区の企業・事業所、

商店街を紹介するなど、企業の環境への取組のインセンティブとし、

企業とのネットワークづくりに向けた取組を市民協働で進めます。 

■ 具体的な内容 

・市民レポーターによるエコ企業インタビュー 

 緑のカーテンなど、環境に配慮した取組を行っている企業・事

業所、商店街などにインタビューし、ホームページなどで紹介します。 

・様々な機会をとらえた区内環境技術の情報発信 など 

 「川崎温暖化対策推進会議（ＣＣ川崎エコ会議）」との連携や、「川崎発！ストップ温暖

化展」、「川崎国際環境技術展」への参加等を通して、環境技術を扱っている企業の情報を

収集、発信します。 

・「かわさきコンパクト」と連携した市内・区内の企業・事業所とのネットワークづくり 

「かわさきコンパクト」（環境局）と連携し、「かわさきコンパクト」に参加している市

内・区内の企業や団体の取組事例やＣＳＲ活動などを紹介し、ネットワークづくりを行っ

ていきます。 

 

●「エコシティたかつ」推進プロジェクト 

 

■ ねらい 

｢エコシティたかつ｣推進方針は、自治体が担うべき役割を明記した狭義の行政計画の部

分に加え、広く地域の多様な主体が担うべき役割などを指し示す社会計画的な要素を含ん

だ計画です。その実現には、地域における多様な主体間の連携と協働が不可欠であり、様々

な主体が参加でき、また主体間の連携やプロジェクト間の調整、市域全体との連携・調整

や多様な媒体を活用した効果的な情報発信などを行う推進体制づくりを行います。 

■ 具体的な内容 

・「エコシティたかつ」推進会議を軸としたプロジェクトの推進と進行管理 

・多様な主体間のネットワーク形成促進に関わる仕組みづくり など 

 

区内企業による緑のカーテンの取組 
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資料 2 推進会議委員名簿 

（敬称略・順不同） 

氏名 所属など 備考 

岸  由二 慶應義塾大学経済学部 教授 委員長 

小島 聡 法政大学人間環境学部 教授  

田中 友章 明治大学理工学部 准教授  

水谷 衣里 三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社 研究員  

住田 三枝子 川崎･ごみを考える市民連絡会  

吉田 威一郎 二ヶ領用水ウォッチング・フォーラム 代表  

日下 裕子 子育て支えあいネットワーク満  

横山 登 高津区市民健康の森を育てる会 企画部担当  

伊中 悦子 高津区まちづくり協議会 副会長  

川辺 奈津女 区民ミニ・ガーデン 運営委員長  

長村 吉洋 公募  

若杉 和身 公募  

三島 直人 公募  

井坂 洋士 公募  

横山 滋 区長推薦 副委員長 

桑畑 祥生 川崎市立小学校長会高津支部（西梶ヶ谷小学校 校長）  

秋元 和彦 株式会社ミツトヨ 総務部 主査  

鈴木 和彦 川崎市新エネルギー振興協会 会長  

井澤 正勝 川崎市高津区役所 副区長  

高松 順子 川崎市環境局地球環境推進室（地球温暖化対策担当）主幹  

堤  健一郎 川崎市まちづくり局総務部企画課 課長  

 
＜事務局＞ 
川崎市高津区役所地域振興課  課長 五十嵐 泰次、主査 新井 正男、主任 星 和明 
川崎市高津区役所企画課    課長 中村 茂、課長補佐 新井 勇、加藤 行一郎 
＜コンサルタント＞ 
特定非営利活動法人まちづくり情報センターかながわ  事務局長 藤枝 香織、梶谷 有華 
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資料 3 検討の経過 

 

開催日：2008 年 6 月 2 日（月） 

内 容：・推進方針、及び推進会議の目的や位置づけの共有 

・モデル事業の概要説明と協力のお願い 

・全体スケジュールの確認／方針に対する意見交換 

第 1 回 推進会議 

推進フォーラム（1/21）

学識者会議 2008 年 9 月 1 日（月）

開催日：2008 年 8 月 6 日（水） 

内 容：・推進方針の内容、体系の検討 

・モデル事業の進捗確認 

第 2 回 推進会議 

開催日：2008 年 9 月 30 日（火） 

内 容：・推進方針骨子（案）の検討 

・モデル事業の進捗確認 

第 3 回 推進会議 

開催日：2008 年 12 月 2 日（火） 

内 容：・推進方針（素案）と推進体制の検討 

・モデル事業の進捗確認 

第 4 回 推進会議 

パブリックコメント 

開催日：2009 年 3 月 2 日 

内 容：・パブリックコメント／フォーラムを受けた素案修正の検討 

・来年度に向けて意見交換 

第 5 回 推進会議 

策定・公表 2009 年 3 月下旬

第 2 回庁内検討委員会 

第 1 回庁内検討委員会 

第 3 回庁内検討委員会 
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資料 4 推進フォーラム・モデル事業等の実施概要一覧 

■推進フォーラム 

「エコシティたかつ」推進フォーラム 

（第 1部） 

親子・プレママコンサート 

・2009（平成 21）年 1 月 21 日、11:00～12:00、高津市民館

大ホールにて開催（参加者数：556 名）。出演：平松あずさ

さん、寒河江克枝さん（音の教室カリヨン） 
・親子やプレママを対象に、「エコシティたかつ」や環境の

ことを楽しく盛り込んだコンサートを開催。 

（第 2部） 

「エコシティたかつ」推進フォー

ラム～100 年後のたかつのまちの

ために～ 

・2009（平成 21）年 1 月 21 日、18:00～20:30、高津市民館

大ホールにて開催（参加者数：89 名）。 
・プログラム（司会：桜井純恵さん） 

「style-3!」ミニコンサート 
「私のエコ自慢」団体活動紹介 

高津区市民健康の森を育てる会／区民ミニ・ガーデン／ 
かわさきかえるプロジェクト／高津区まちづくり協議会／ 
二ヶ領用水ウォッチング・フォーラム 

「エコシティたかつ」はこんなまち！ 
進行／解説：岸由二さん、話し手：桑畑祥生さん／ 
鈴木眞智子さん／徳武道雄さん／森守さん 
（岸先生によるアメリカの環境教育の最新動向のお話“子ども”

をキーワードにした座談会。） 

「エコシティたかつ」推進方針（案）について 
説明：山﨑茂高津区長、総括コメント：田中友章さん 

 

■モデル事業・関連事業 

ゴーヤーによる「緑のカーテン」大作戦 

①ゴーヤーによる「緑のカーテン」

づくり 

・協力してくれる家庭を募集し、2008（平成 20）年 4 月 23
日と 4 月 24 日に講習会を実施（参加者数：104 名）。 
・545 名にゴーヤーの種、プランター、ネット、作り方のパ

ンフレットを無償配布（内、300 名はゴーヤーの種のみ）

（2008 年 4 月上旬～6 月上旬）。 

②フードマイレージゼロ「高津区

役所産ゴーヤー」を食べよう 

・区役所で収穫されたゴーヤーを使った料理を区役所 5 階

「レストランたかつ」（運営：東急ファシリティサービス株

式会社）のサービスとして区民に提供。（2008 年 8 月 6 日、

13 日、20 日、27 日） 

③放射温度計による「緑のカーテ

ン」の効果測定 

・放射温度計を 20 世帯に無償貸し出し（2008 年 8 月 15 日

～9 月 12 日）。 
・サーモグラフィ、放射温度計による区役所、出張所の「緑

のカーテン」測定（温度差 0.7～9.5℃）。 
・市民活動見本市 2008 ブースで測定結果を展示。 
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④わが家・わがまち自慢「緑のカ

ーテン」コンテスト 

・「地域からはじめる地球温暖化対策」をテーマに、写真を

募集（応募用紙に必要事項を記入の上、写真 2 枚を貼付）（募

集期間：2008 年 8 月１日～9 月 12 日）。 
・応募者数：55 件（個人部門 41 件／団体部門 14 件）。 
・2008（平成 20）年 10 月 18 日に表彰式を開催（市民活動

見本市 2008 内）。ブースで受賞作品を展示。 

⑤花と緑のパネル展 

・2008（平成 20）年 12 月１日～12 月 5 日、高津区役所 1
階市民ホールにて、「エコシティたかつ」推進事業の取組や、

「緑のカーテン」受賞作品／団体応募作品、環境局「緑の

カーテン」大作戦パネル、わがまち花と緑のコンクールパ

ネル、「区民ミニ・ガーデン」写真を展示。 

小学校のビオトープ整備（学校流域プロジェクト） 

久地小学校 ・久地小学校校庭南側のビオトープを再整備。 

西梶ヶ谷小学校 ・西梶ヶ谷小学校校舎裏に新たにビオトープを整備。 

高津区役所のエコシティホール化 

壁面緑化 
・高津区役所東側の外壁を、在来種テイカカズラとスイカ

ズラで緑化。 

ビオトープ整備 ・区役所地下駐車場入口付近にビオトープを整備。 

屋上緑化 ・区役所 4 階テラスにコケ植物による屋上緑化を実施。 

視察対応等 
・屋上緑化について、小学生や他都市など６件の視察の受

入を行い、うち 2 件が実際に施工。 

 

その他の関連事業等 

使用済てんぷら油を活用した資源

循環プロジェクト 

（2008 年度高津区協働事業） 

・｢かわさきかえるプロジェクト｣の提案による、使い終わ

ったてんぷら油で石けんを作る事業（2008 年度高津区協働

事業提案制度）。2008（平成 20）年 9 月から区役所と協働で

事業化するプロジェクトを開始。 
・回収ポイント 27 か所（2009 年 1 月現在）。6 か月間で月

平均 187 リットルの油を回収（総量 1,122 リットル）。 
・「きなりっこ｣の普及促進に向けたイベントや講座等開催。

・先行事例（墨田区、相模原市）を視察。 

電気自動車（EV）の利用実証試験 

・2008（平成 20）年 10 月 9 日～11 月 28 日、東京電力株式

会社と富士重工業株式会社が共同開発した電気自動車

（EV）を神奈川県より借り受け、利用実証試験を実施。 
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「歩こう、知ろう！高津の水と緑」

プロジェクトスタートイベント 

・2008（平成 20）年 9 月 12 日、高津区役所 5 階会議室にて

開催（参加者数：64 名）。主催：高津区まちづくり協議会。

・プログラム 
講演：「水と緑のあるまちをめざして」 

講師：岸由二さん（慶応義塾大学教授） 
報告：多摩区内緑地調査活動の経験 

報告者：中島光雄さん（たまよこネット代表） 
活動の提案：始めよう「区内緑地探検調査隊」活動 

小磯盟四朗さん（プロジェクトリーダー） 

岸由二先生と緑地資源観察会 

・2008（平成 20）年 11 月 27 日、高津区市民健康の森にて

開催（参加者数：17 名）。主催：「エコシティたかつ」推進

会議、高津区まちづくり協議会、高津区役所。 
・岸由二先生に高津区市民健康の森の自然や管理方法につ

いて説明してもらいながら、緑地を観察。 

古着の回収 
・2008（平成 20）年 11 月 10 日～11 月 14 日、高津区役所

で古着を回収（宮前生活環境事業所と連携）。 
・各日平均 2 トン車 2 台分を回収。 

みんなが“MY BAG”持参キャンペ

ーン（マルイファミリー溝口） 

・マルイファミリー溝口による寄付キャンペーン。食品売

り場「マルイ食遊館」でレジ袋辞退 1 件につき 5 円を、NPO
法人多摩川エコミュージアムと高津区の環境まちづくり事

業へ寄付（2008 年 3 月 16 日開始）。 
・寄付総額は 264,550 円（2009 年 1 月 1 日現在）。 

高津区の流域地形模型 
・明治大学田中友章研究室の協力のもと、高津区の流域地

形模型を製作。 

駐日英国大使館との意見交換会 

・2009（平成 21）年 1 月 29 日、駐日英国大使館において、

クレア・ホーリー英国環境・農村地域省気候変動適応プロ

グラム副ディレクターと岸由二先生等とで、気候変動につ

いての意見交換を実施。 

2009 川崎発！ストップ温暖化展 

・2009（平成 21）年 3 月 20 日、溝口駅前キラリデッキにて

開催（来場者数：約 3,000 人／スタンプラリー参加者数：約

600 人）。主催：川崎発！ストップ温暖化展実行委員会、共

催：川崎市、「エコシティたかつ」推進会議。 
・企業や市民グループ等のブース出展やグリーン電力コン

サート、学習会を開催。 

 

■ホームページの開設 

http://www.city.kawasaki.jp/67/67tisin/eco_city/index.

html 
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資料 5 用語の説明 

 

【あ行】 

インセンティブ 
誘因、または目標を達成するための刺激のこと。 
 
エコエネライフ 

ごみを減らしたり、再利用を心がけたり、水を汚さない

で大切にしたりするなど、環境に配慮した生活スタイル。 
 

N P O
えぬぴーおー

 

NonProfit Organization（民間非営利組織）。様々な分野（福

祉、教育・文化、まちづくり、環境、国際協力など）で

ボランティア活動などの社会貢献活動を行う、営利を目

的としない団体の総称。このうち NPO 法人とは、特定

非営利活動促進法（NPO 法）に基づき法人格を取得し

た特定非営利活動法人の一般的な総称である。 
 
温室効果ガス 

大気を構成する気体であって、赤外線を吸収し再放出す

る気体。京都議定書では、二酸化炭素（CO2）、メタン

（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、ハイドロフルオロカー

ボン（HFCS）、パーフルオロカーボン（PFCS）、六ふっ

化硫黄（CF6）、の 6 物質が温室効果ガスとして削減対

象となっている。 
 
【か行】 

カーボン・オフセット 

日常生活や経済活動において避けることができない二

酸化炭素（CO2）等の温室効果ガスの排出について、ま

ずできるだけ排出量が減るよう削減努力を行い、どうし

ても排出される温室効果ガスについて、排出量に見合っ

た温室効果ガスの削減活動に投資すること等により、排

出される温室効果ガスを埋め合わせるという考え方。 
 
カーボン・チャレンジ川崎エコ戦略（CC かわさき） 

市民や事業者など川崎市の多様な主体が一丸となって

取り組む温暖化戦略。2008（平成 20）年 2 月、阿部川

崎市長が記者会見で発表。この戦略の基本的な考え方は、

環境と経済の調和と好循環を推進し、持続可能な社会を

地球規模で実現するため、全市をあげて取り組むことで

ある。3 つの柱、1. 川崎の特徴・強みを活かした環境対

策を進めます 2. 環境技術による国際貢献を進めます 

3. 多様な主体の協働により CO2 削減に取り組みます 

を中心にして、活動を展開していく。 
 

崖
がい

線
せん

 

台地などの平坦面から谷底面に向かう崖状の斜面が、川

に沿って連続している地形や場所をさし、斜面緑地とし

て残っている場合が多い。また、湧水がある場合もある。 
 

霞 堤
かすみてい

 

堤防のある区間に開口部を設け、その下流側の堤防を堤

内地側に延長させて、開口部の上流の堤防と二重になる

ようにした不連続な堤防。戦国時代から用いられており、

霞堤の区間は堤防が折れ重なり、霞がたなびくように見

えるようすから、こう呼ばれている。 
 
かわさきコンパクト 

川崎市は日本の自治体として初めて国連グローバル・コ

ンパクト（UNGC）に 2006（平成 18）年 1 月に参加し

た。UNGC はアナン前国連事務総長の提唱によって始

まった、参加する世界各国の企業や団体に対して、人権、

労働、環境、腐敗防止の 4 分野・10 原則を支持し、実

践するように呼びかけるプログラムであり、川崎市では

その理念の市内展開として、「かわさきコンパクト」を

2006 年度から提唱している。企業・事業活動に際し人・

環境にやさしい取組を目指す 9 つの宣言である「ビジネ

ス・コンパクト」と、市民活動で川崎のまち・人・自然

を大切にする 3 つの宣言である「市民コンパクト」が同

時に展開されるのが「かわさきコンパクト」の特徴であ

る。 
 
川崎再生 ACTION システム 

川崎市において大きな課題である行財政改革の着実な

推進と新たな総合計画の策定に寄与することを目的と

して、2003（平成 15）年度から全ての事務事業を対象

として行財政改革の視点から点検を行う新たな評価制

度（事務事業総点検）を構築した。2005（平成 17）年

度からは、自治基本条例が制定されたことと新総合計画

～川崎再生フロンティアプラン～が策定されたことを

踏まえ、事務事業総点検の主な目的を行財政改革の推進

から総合計画の着実な推進にシフトして実施している。

また、事務事業の進行管理だけでなく、成果を的確に把

握し、市政運営における PDCA サイクルの確立を図る

ことと、市民への説明責任を果たすことなどを目的に、

施策評価を新たに実施している。 
 
川崎市役所環境管理システム（エコオフィス計画） 

川崎市内最大の事業体である市が率先して計画的、体系

的に環境保全活動を推進することを目的に策定した＜

第 1 次：1999（平成 11）年 4 月策定／第 2 次：2001（平

成 13）年 4 月改訂／第 3 次：2006（平成 18）年 4 月改

訂＞。川崎市環境基本計画第 6 章の環境配慮指針を基本

とし、定量的な管理が可能な項目を対象とする。地球温

暖化対策推進法第 21 条により、地方公共団体は、温室

効果ガス排出量削減のための実行計画を策定すること

を求められているが、この計画は実行計画に求められる

事項を包含する。2010（平成 22）年度の温室効果ガス

総排出量を 2004（平成 16）年度に対し 6％削減するこ

とや、物品やサービスの購入、エネルギー・資源の使用、

廃棄、公共工事などの実施に当たって環境に配慮するこ

とを目標に掲げている。 
 
川崎市環境基本条例 

環境の資源としての有限性を認識し、その適正な保全及

び活用を期するとともに、川崎市の環境政策の理念及び
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基本原則、環境施策の基本となる事項及びその施策の策

定に関する手続等を定めるところにより、良好な都市環

境の保全及び創造を図り、もって市民の福祉に寄与する

ことを目的とする＜1991（平成 3）年 12 月制定＞。環

境政策の理念に、1. 市の環境政策は、市民が安全で健

康かつ快適な環境を享受する権利の実現を図るととも

に、良好な環境を将来の世代に引き継ぐことを目的とし

て展開するものとする 2. 市は、市民及び事業者と協

力して、環境資源を適正に管理し、良好な環境を総合的

かつ持続的に創造することにより、現在及び将来の市民

生活の質的向上を図るものとする 3. 市の施策は、環

境政策を基底として、これを最大限に尊重して行うもの

とすることを掲げ、市の環境政策は 5 つの基本原則、（1）
施策の総合性、（2）科学的予見性、（3）生態系への配慮、

（4）地球環境への配慮、（5）市民の参画と協働 に従

うものとしている。他に、環境基本計画、環境行政の総

合的調整、環境審議会について定めている。 
 
川崎市環境基本計画 

川崎市環境基本条例の理念の実現に向けて、第 8 条の規

定に基づき、市の環境行政を総合的かつ計画的に推進す

るため、川崎市基本構想及び川崎市総合計画を踏まえて

策定した＜1994（平成 6）年 2 月策定／2002（平成 14）
年 10 月改訂＞。対象期間を 2010（平成 22）年度までと

し、環境政策の目標となる全市の望ましい環境像として、

「人と環境が共生する都市・かわさき」と定め、3 つの

環境像、1. 健康な市民生活が営める安全のまち、2. う
るおいとやすらぎのある快適なまち、3. 地球環境にや

さしい持続可能な循環型のまちから形成されている。7
つの重点分野（大気汚染の低減／化学物質の環境リスク

の低減／緑の保全・回復／地球温暖化防止対策の推進／

資源の有効活用による循環型地域社会の形成／環境教

育・環境学習の推進／市民・事業者・市のパートナーシ

ップの構築）において、重点目標と重点的取組事項を掲

げている。 
 
川崎市新総合計画～川崎再生フロンティアプラン～ 

低成長経済への移行や少子高齢化の急速な進行、さらに

はこれに起因する人口減少過程への転換など、我が国全

体における社会経済環境が大きく変化する中、川崎市が

進めるまちづくりの基本方針である総合計画として、時

代状況に的確に対応するとともに計画事業の実行性に

も配慮しながら、2005（平成 17）年に策定した。基本

構想と実行計画の 2 層構造からなり、基本構想は、これ

から川崎市が進めるまちづくりの基本方針として、市政

運営や政策の基本方向を掲げる具体性を持った 10 年程

度の計画とし、実行計画は、基本構想に基づく施策の具

体的な取組内容及び目標を明示した 3 か年の計画とし

ている。2008（平成 20）年度からの第 2 期実行計画（～

2010 年度）を推進している。『「誰もがいきいきと心豊

かに暮らせる持続可能な市民都市かわさき」をめざし

て』をまちづくりの基本目標とする。 
 
川崎市自治基本条例 

川崎市における自治の基本理念と自治運営の基本原則

を確認し、自治運営を担う主体である市民、議会及び市

長その他の執行機関の役割、責務等を明らかにするとと

もに、行政運営、区の在り方、自治運営の基本原則に基

づく制度等本市の自治の基本を定めることにより、市民

自治を確立することを目的とする＜2004（平成 16）年

12 月制定＞。基本理念として、（1）市民は、地域社会

の課題を自ら解決していくことを基本として、その総意

によって市を設立し、地域社会における自治の一部を信

託していること （2）市民は、その信託に基づく市政

に自ら主体的にかかわることにより、個人の尊厳と自由

が尊重され、市民の福祉が実現される地域社会の創造を

目指すこと （3）市は、国及び神奈川県と対等な立場

で相互協力の関係に基づいた自律的運営を図り、自治体

としての自立を確保すること を掲げ、市民自治の確立

を目指す。また、3 つの原則、（1）情報共有の原則、（2）
参加の原則、（3）協働の原則に基づき自治運営を行い、

市は、参加又は協働による自治運営に当たっては、参加

又は協働をしないことによって、市民が特別の不利益を

受けることのないようにする。他に自治運営を担う主体

の役割、責務等、自治運営の基本原則に基づく制度等、

国や他の自治体との関係について定めている。 
 
川崎市地球温暖化対策地域推進計画 

1998（平成 10）年 10 月に「川崎市の地球温暖化防止へ

の挑戦～地球環境保全のための行動計画」を策定し、実

効的な削減目標を掲げ、より多くの主体が参加できる計

画に見直すため、2004（平成 16）年 3 月に「川崎市地

球温暖化対策地域推進計画～川崎市の地球温暖化防止

への挑戦」に改訂した。地球温暖化防止対策の推進は、

川崎市環境基本計画（2002 年 10 月改訂）の重要分野の

一つに掲げられ、地球温暖化対策推進法（2002 年 5 月

改正）第 20 条に定める地域推進計画に位置づける。2010
年における二酸化炭素等の排出量を 1990 年レベルに比

べ 6%削減することを目指す。 
 
川崎市緑の基本計画 

1995（平成 7）年度に策定した緑の基本計画「かわさき

緑の 30 プラン」を、少子高齢社会に向け、市民や事業

者との協働、連携により、誰もが緑を実感できる生活空

間の実現を目指して、2008（平成 20）年 3 月に改定し

た。川崎市新総合計画や川崎市環境基本計画、川崎市都

市計画マスタープランなど関連計画と密接な関わりを

もち、計画期間は 2008（平成 20）年度から 2017（平成

29）年度まで（おおむね 10 年間）とする。「多様な緑が

市民をつなぐ 地球環境都市かわさきへ」を基本理念と

し、5 つの緑の将来像と基本方針、また 12 のプロジェ

クトとその方向性、区別方針を示している。 
 
環境マネジメント 

事業者が自主的に環境保全に関する取組を進めるに当

たり、環境に関する方針や目標等を自ら設定し、これら

の達成に向けて取り組んでいくこと。 
 
気候変動に関する政府間パネル（IPCC） 

1988（昭和 63）年に、国連環境計画（UNEP）と世界気

象機関（WMO）により設立。地球温暖化に関する科学

的・技術的・社会経済的な評価を行い、得られた知見を

政策決定者を始め広く一般に利用してもらうことを任

務とする。5～6 年ごとに地球温暖化について網羅的に

評価した評価報告書を発表するとともに、適宜、特別報

告書、方法論報告書を発表している。 
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京都議定書 

2007（平成 19）年 12 月に京都で開催された気候変動枠

組条約第 3 回締結国会議（COP3）において採択された

議定書。先進各国の温室効果ガスの排出量について法的

拘束力のある数値目標が決定されるとともに、排出量取

引、共同実施、クリーン開発メカニズムなどの新たな仕

組みが合意された。2005（平成 17）年 2 月に発効。 
 
京都議定書目標達成計画 

地球温暖化対策の推進に関する法律第 8 条に基づき、

2005（平成 17）年 4 月閣議決定された、京都議定書に

よる我が国の 6%削減約束を達成するために必要な対

策・施策を盛り込んだ計画。2002 年～2004 年、2005 年

～2007 年、2008 年～2012 年の 3 ステップで進められる。 
 
協働 

異なる特性のもつ主体同士が共通の目標に向かって、そ

れぞれの役割と責任の下で相互の立場を尊重し、対等な

関係に立って協力するもの。 
 
コーポラティブ住宅 

共同住宅などを建てるために入居希望者が共同して計

画段階から参加し、専門家とともに、土地、購入、設計、

工事発注などを自分たちで行う方式による住宅。 
 
【さ行】 

再生可能エネルギー 

太陽がある限り地球が存在し、地球上で絶えることない

再生可能なエネルギー。太陽光や風力、水力、バイオマ

ス、地熱などがある。 
 
市街化区域 

都市計画法に基づく区域区分の一つ。既に市街地を形成

している区域及びおおむね 10 年以内に優先的かつ計画

的に市街化を図るべき区域のこと。神奈川県が定める。 
 
市街化調整区域 

都市計画法に基づく区域区分の一つ。市街化を抑制すべ

き区域。神奈川県が定める。 
 
社会関係資本（Social Capital） 

アメリカの政治学者、ロバート・パットナムによると、

人々の協調行動を活発にすることによって社会の効率

性を高めることのできる、「信頼」「互酬性の規範」「ネ

ットワーク」といった社会組織の特徴のこと。Social 
Capital を社会関係資本と訳すのは、従来、道路などの

社会的インフラストラクチャーを意味する社会資本と

の混同を避けるためである。 
 
水系 

ある河川の本川、支川、派川、及びこれに連なる湖沼を

合わせたもの。 
 
生産緑地地区 

都市計画法に基づく地域地区の一つ。市街化区域内にあ

る農地の農業生産活動等に裏付けられた緑地機能に着

目し、公害や災害の防止などに効果のある農地を計画的

に保全することにより、良好的な都市環境の形成を図る

ことを目的に定めるもの。生産緑地地区に指定された農

地は、税制面での優遇を受けられるため、農業の継続が

しやすくなるが、その一方で、農地保全の観点から建築

や宅地造成等の行為は農業用や公共施設等の設置に限

定される。 
 
生物多様性 

自然生態系を構成する動物、植物、微生物など地球上の

豊かな生物種の多様性とその遺伝子の多様性、そして地

域の様々な生態系の多様性をも意味する包括的な概念。

生物多様性の保全とは、様々な生きものが相互の関係を

保ちながら、本来の生息環境の中で繁殖を続けている状

態を保全することを意味する。 
 
生物の多様性に関する条約（生物多様性条約） 

生物の多様性の保全、その構成要素の持続可能な利用及

び遺伝資源の利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配

分を目的とする。1992（平成 4）年に採択され、1993（平

成 5）年 12 月に発効した。日本は 1993（平成 5）年 5
月に締結した。条約に基づき生物多様性国家戦略を策定。 
 
生態系 

川、沼、水田、山林など、あるまとまりを持った自然環

境と、そこに生息するすべての生きもので構成される一

体の環境をいい、これらをとりまく非生物的環境要因

（太陽光、降雨、その他）も含む。 
 

生態系の攪乱
かくらん

 

土壌・海洋汚染など人為的な環境破壊や移入種によって

生態系が乱されることをいう。 
 
セーフティネット 

安全網のこと。一般に万一の場合に備える社会的制度を

指す。社会保護や年金、健康保険、雇用保険などがあり、

憲法 25 条の「すべての国民は、健康で文化的な最低限

度の生活を営む権利を有する」という条文を担保するも

のといえる。 
 
【た行】 

第三次生物多様性国家戦略 

生物多様性条約第 6 条に規定されている生物多様性の

保全と持続的利用のための国家的な戦略あるいは計画

として策定されたもので、日本の生物多様性施策の方針

などを示した戦略（2007(平成 19)年 11 月に閣議決定さ

れた）。第 1 部の戦略は、私たちの暮らしを支える生物

多様性の重要性を解説するとともに、顕在化しつつある

地球温暖化の影響について新たに記述している。また、

生物多様性から見た国土の望ましい姿のイメージを、過

去100年の間に破壊してきた国土の生態系を100年かけ

て回復する 100 年計画として提示するとともに、地方・

民間の参画の必要性を強調し、それらを踏まえた上で、

今後5年程度の間に取り組むべき施策の方向性を4つ基

本戦略としてまとめた。第 2 部の行動計画では、体系

的・網羅的に具体的施策を記述した上で、今回初めて、

生物多様性の認知度を 30％から 50％以上とする、ラム

サール条約湿地を 10 か所増やすなどいくつかの数値目

標を設定するとともに、実施省庁を明記した。 
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定期借地権 

1992（平成 4 年）8 月に施行された借地借家法により誕

生。契約で定めた借地期間の満了後は、契約の更新がな

く確定的に終了する借地権。借地借家法に、一般定期借

地権、建物譲渡特約付借地権、事業用定期借地権の 3
種類が規定されている。 
 
都市計画マスタープラン 

「都市計画法第 18 条の２に基づく「市の都市計画に関

する基本的な方針」として、議会の議決を経て定められ

た市の「基本構想」と、県が定める「都市計画区域の整

備、開発及び保全の方針」に即して定めるもの。個別の

細やかな計画事業の内容そのものを直接決めるもので

はないが、今後、市が定める都市計画は、この都市計画

マスタープランに即して定めることになる。 
 
【な行】 

農住組合 

三大都市圏を中心とした地域の市街化区域内農地の所

有者等が協同して、必要に応じ当面の営農を図りつつ、

当該農地を良好な住宅地等へ転換するため、良好な住宅

地等の造成を目的として農住組合法の規定により設立

される法人をいう。 
 
【は行】 

バイオディーゼル（BDF） 

廃食用油等の植物性油脂等をメチルエステル化して得

られる液体燃料。 
 
ヒートアイランド現象 

都市域において、人工物の増加、地表面のコンクリート

やアスファルトによる被覆の増加、それに伴う自然的な

土地の被覆の減少、さらに冷暖房などの人口排熱の増加

により、地表面の熱収支バランスが変化し、都心域の気

温が郊外に比べて高くなる現象をヒートアイランド現

象という。この現象は、都市及びその周辺の地上気温分

布において、等温線が都市部を中心として島状に市街地

を取り巻いている状態により把握することができるた

め、ヒートアイランド（熱の島）といわれる。 
 
ビオトープ 

ドイツ語で生物生息空間のことだが、一般に自然または

それに近い動植物の生息場所のことをいう。道路、河川、

湖沼、流域、農村地域など地理的に区分された地域で、

自然の状態の、できるだけ価値の高い生物群集が存在す

る生息空間を意味する。生物量の豊富な河川や水辺空間

やそれに接する浸水部分などがこれにあたるが、最近で

は線的なつながりをもつネットワークを対象とするこ

とも多くみられる。近年、公園や学校の校庭、ビルの屋

上、調整池などに池などを人為的につくり、まちの中で

生きものとふれあえる環境づくりの方法として様々な

ビオトープができている。 
 
【ま行】 

まちの小さなダム 

コンクリート化が進んだ都市部では、集中豪雨で下水道

から下水が逆流し、都市型洪水が発生している。屋根に

降った雨を溜めることは、こうした都市型洪水の軽減に

もなり、また、災害の際、溜めた雨水は代替水源にもな

る。一戸で溜められる雨の量はわずかでも、それが無数

に集まれば、ダムに匹敵するといわれている。 
 
溝口駅周辺地区緑化推進重点地区計画 

川崎市緑の基本計画及び川崎市緑の保全及び緑化の推

進に関する条例に基づき、市域において緑地の整備及び

都市緑化などを重点的に推進する地区であり、2001（平

成 13）年 9 月に川崎市環境保全審議会の答申を受け 9
つの地区が指定された。川崎駅周辺地区、小杉地区、新

百合丘地区に続き、2008（平成 20）年 3 月、溝口駅周

辺地区の計画が策定された。緑化推進のテーマを、「緑

と水でつなぐ 歴史街道 花街道」とし、5 つの基本方

針と目標が設定された。 
 

緑の回廊
かいろう

（コリドー） 

一般的には、野生生物の生息地間を結ぶ、野生生物の移

動に配慮した連続性のあるネットワークされた森林や

緑地などの空間を言い、生態系ネットワーク、あるいは

単にコリドーなどとも言われている。狭義には、林野庁

が国有林において生物多様性保全策の 1 つとして進め

ている、今までに指定した様々な保護林と、その間をつ

なぐ森林を新たな保全林とし、「保護林ネットワーク」

をつくる事業を指す。 
 
モニタリング 

通常は監視の意味で用いられるが、自然環境の関係で用

いられる場合は、地域の自然環境の状況について継続的、

あるいは定期的に調査を実施することをいう。 
 
【や行】 

谷戸
や と

 

台地や丘陵地が湧水などの浸食によって複雑に刻み込

まれた地形をいう。雑木林からわき出た湧水と清流が特

徴。この清流を集めて古くから谷戸の水田（谷戸田）が

行われてきた。このような雑木林、清流、水田のある谷

戸の環境は、多様な生きものが生息する地域である。地

域によっては「谷津」「谷地」とも呼ばれている。 
 

湧水
ゆうすい

 

泉とも呼ばれ、地中にある地下水が自然に出口を見つけ

て湧き出したものをいう。 
 
【ら行】 

ランドスケープ 

地形を基本とした景観のことをいう。流域の河川景観に

おいては、山、水面、植生などの自然物と、それに人為

的な作用を受けた土地及び建物や土木構造物から構成

される。 
 
流域 

地表水の場合、集水域ともいい、降水が分水界（川の流

域の境界）によって分けられて河川に流れ込む区域。地

下水の場合にも、地下帯水層内での分水界によって地下

水流域が形成されている。自然の水循環系を考える際の

基本単位
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